
 仕事（ワーク）は、暮らしを⽀え、⽣きがいや喜びをもたらすものですが、同時に、家事・育児、近隣との付き合いなど

の生活（ライフ）も暮らしに欠かすことができないものであり、その充実があってこそ、人生の生きがい、喜びは倍増し

ます。

 ここで、企業におけるワークライフバランス推進の取り組み事例を紹介します。

 このような取り組みは「企業経営にとって、コストとなるんじゃないか？」「管理職や周囲の従業員の負担になるんじゃ

ないか？」「働き⽅の柔軟化に対応した管理業務・⼈事評価が難しいんじゃないか？」といった懸念から、取り組みをため

らう声も聞かれますが、実際に取り組んでいる企業には、様々なメリット、効果が生まれています。

 

 労働者の安全と健康の確保対策を充実するため、「労働

安全衛⽣法の⼀部を改正する法律」（平成２６年法律第８

２号）が平成２６年６⽉２５⽇に公布されました。

 平成２７年６⽉１⽇施⾏の改正項目を紹介します。

○ お知らせ

『ワークＬＩＦＥおおいた』は、大分市ホームペ

ージからもダウンロード（カラー版）できますの

で、ご利⽤ください。今後も、雇⽤・労働に関する

様々な情報をお届けします。ぜひ本紙をご活用くだ

さい！

ワークＬＩＦＥおおいた 2015201520152015 年 6666 ⽉発⾏
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 仕事（ワーク）と生活（ライフ）・・・バランスとれてますか？

 ５月７日より、大分市シルバー人材センターが移転

しました。移転先は下記のとおりです。

 住所：〒８７０－００２６   

    ⼤分県⼤分市⾦池町３丁目２番３号

 電話：０９７－５３８－５５７５

 ファクス：０９７－５３８－５５７６

移転先地図

 ①受動喫煙防⽌措置の努⼒義務

 受動喫煙防止のため、事業主および事業場の実情に応じ

 適切な措置を講じることを事業者の努⼒義務とする。 
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 ②重大な労働災害を繰り返す企業への対応

重大な労働災害を繰り返す企業に対して、厚生労働大臣が

「特別安全衛生改善計画」の作成を指示することができる

こととする。（計画を守っていない場合などに、大臣が勧

告し、勧告に従わない場合はその旨を公表できる。）
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 ③外国に⽴地する検査機関の登録

国際的な動向を踏まえ、ボイラーなど、特に危険な機械等

の検査・検定を⾏う機関について、⽇本国内に事務所のな

い機関も登録可能とする。
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【取り組み例】

○時期的な繁忙に応じて、通常（7時間 45分）に加え繁忙期（ 8

時間 45分）、閑散期（7時間）と３種類の所定労働時間を設定

〇一部の部署において、社内間の業務調整等は残業してやるのが当

たり前と感じないよう、19時以降の社内間電話を禁⽌

〇異なる部署の社員でも⼿伝える業務とそうでない業務を明確化

し、⽇常的に他部署からの⽀援を受けられる体制を整え、かつ、⾦銭

に換算することで、従業員の⽣産性意識の向上を促進

【効果】

〇超過勤務の４割削減に成功

〇⼥性が働きやすいイメージが浸透してきていることもあってか、

⼥⼦学⽣の応募が非常に多くなった
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【取り組み例】

〇ワーク・ライフ・バランス推進チームの設置

〇法律で定められた期間を超える育児休暇制度（⼦どもが２歳の

誕生

⽇に属する⽉末まで利⽤可）

〇介護休業制度（通算１年までの分割取得が可）

〇短時間勤務制度（所定労働時間を５，６，７時間から選択でき、

⼦供が⼩学校⼊学後の５⽉１５⽇まで利⽤可）

【効果】

〇退職者の大幅減少

〇⼥性管理職の誕⽣

〇業務効率化による売り上げの上昇

〇従業員満⾜度・仕事への意欲の向上
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